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【ポスターセッション】 

  意思疎通が困難な利用者に対する場面観察方式とその教育的実践プログラムの開

発・効果について─テキストマイニングを用いた振り返り自由記述の内容分析から─ 

○ 東北文化学園大学  村田道彦（3208） 
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１．研 究 目 的 

 近年の介護福祉サービスでは、契約の締結やサービスの選択の際に、「利用者本位」や「自

己決定」を尊重することを重視している。しかし、サービスを提供する利用者の高齢化や

要介護の重度化が顕著に現れ、日常生活の場で意思表示を確認することが困難になるケー

スが増えている。また、施設現場では利用者のニーズを把握することは、担当者や連携す

る専門職員の情報に偏る傾向があり、利用者の意向が十分に反映されるとは言えない。さ

らに利用者の意向を把握する際に、聞き取りやアンケートだけでは安心感、満足感等を汲

み取ることが難しい。意思疎通が困難な利用者（知的障害者など）が増え、家族へのアン

ケートも必要になってくるが、家族自身も高齢化により記入が困難になっている場合があ

り、その対応策が課題となっている。利用者理解については、その領域・対象の幅が広い

ため、本人自身が発言したこと、代弁されたもの等、膨大な情報を位置づけたり、判断す

ることが難しい。  

そこで、コミュニケーションが少しでも円滑に図れるよう、意思疎通支援（障害者総合

支援法）のもと多様な伝達手段・方法が実践されている。（１）（２）  

本研究では利用者本人の特性を客観的に勘案し、サービスを受けている実際の場面を支

援者および第三者が観察しながら、利用者の意向や満足度を把握する場面観察方式につい

て着目した。場面観察方式は、行政の福祉委託団体等、ごく一部の評価団体が利用者情報

を収集する際の手段として用いているが、実際の施設現場での本格的な導入の試みは少な

く、また養成機関での教育的手法としての取り組みもこれからである。  

＜目的＞ 本研究では、養成校の福祉学生を対象に場面観察方式に関する教育的実践プロ

グラムを試験的に実践し、どのような教育を提供できるのか、その効果について検討した。  

２．研究の視点および方法  

➀2018 年４月～９月、６名の福祉学生がプログラムを通じて行った省察から、学生の学習

プロセスを分析し、今後必要な支援の内容を明らかにすることを目的とする。具体的には、

場面観察において実習を通じて行われた振り返りの記述から、実習における学びや気づき

を整理し、その分析方法を探索的に進めていく。 

②場面観察を通して行った実施記録と振り返りシートのうち、実習である 1 回目と２回目

の記載内容はテキストマイニングソフトを用いた。テキストデータは、係り受け解析にて、

８つ品詞に分類し、「係る語」と「受ける語」の関係が成り立っている際にキーワードとし
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て抽出し、キーワード群を意味のあるまとまりのカテゴリーに分類した。その後、３人以

上で共起していたカテゴリーの関連性を、TAFS にて描出した。  

３．倫理的配慮 

調査対象施設の管理者に対しては文章にて、関係者に対しては口頭にて依頼した。研究

の趣旨とともに本研究の協力・同意の有無によって職務上の不利益を被ることがないこと、

研究の参加は自由意志であり、報告会、学会等で発表することを説明し、協力を求めた。

また、倫理配慮の観点から、テキストデータとしてコンピュータで処理し、個人、施設、

事業所が特定できないようデータに処理して用いた。 

４．研究結果 

   

本研究では、場面観察実習におけるプロセスを、探索的に明らかにすることを目的とし

て、実習後に行われた振り返りの記述「わかったこと」「反省すべき点および課題」「今後

の対応」の分析を行った。（表１～３）また、すべてのカテゴリーと実施計画が共起してお

り、どの課題にも優先順位をつけ、焦点化した計画を図っていくことが重要であることが

伺えた。 

５．考 察 

今回は、実施後にまとめた１場面１枚作成した場面観察実習振り返りシートの内容分析

を行った。利用者と職員の関わりについては、調査者から観察した様子とその後の事業所

のコメントから間接的に双方の内容をより共有していること、利用者の様子を観察する際

には、利用者や職員に視点がいってしまい、周りの様子や背景等に目を向ける必要がある

こと等が挙げられた。今後も引き続き本人の意向を推察していく積み重ねが必要であり、

サービスに関する人的支援サービスを指導できる教材の開発や人材の育成（カリキュラム

の作成）が求められるであろう。 
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